　資料　３
北海道職員用住宅賃貸人公募
（俱知安町・10戸）
 各　　様　　式

北海道総務部人事局職員厚生課
様式１　　　　　北海道職員用住宅賃貸人公募参加表明書（倶知安町・10戸）
令和　　年　　月　　日
北海道知事　鈴木　直道　様
［表明者名］
住　　　　所
商号又は名称
代表者名
北海道職員用住宅賃貸人公募(倶知安町・10戸)に参加したいので、指定の書類を添えて提出します。
なお、次の参加資格を満たすこと及び添付する関係書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
記
１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の4第1項の規定により競争入札への参加を排除されている者でないこと。
２　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
３　単体法人又は個人にあっては、政令第167条の５第１項及び第167条の11第２項の規定により道が定める「建築工事」の資格及び建設業法(昭和24年法律第100号)における「建築工事業」の許可を有すること又は上記の資格及び許可を有する者に建設工事を施工させること。
　　コンソーシアムで参加する者にあっては、政令第167条の５第１項及び第167条の11第２項の規定により道が定める「建築工事」の資格及び建設業法(昭和24年法律第100号)における「建築工事業」の許可を有している者をその構成員に含むこと又は上記の資格及び許可を有する者に建設工事を施工させること。
４　個人にあっては道内に住民票を有すること。
　　単体法人で参加する者にあっては、道内に本店、支店又は営業所を有していること。
　　コンソーシアムで参加する者にあっては、道内に本店、支店又は営業所を有している法人をその構成員に含むこと。
５　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されている者でないこと。
６　暴力団関係事業者等でないこと。
７　応募者又は応募団体の役員が禁固以上の刑に処せられ、その執行を終えていない者でないこと。

８  次に掲げる税を滞納している者でないこと。
　　ア　道税
　　イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある者を除く。）
　　ウ　消費税及び地方消費税
９　次に掲げる社会保険等の届出の義務を履行していない者でないこと(当該届け出の義務がない者を除く。）。
　　 　ア　健康保険法（大正11年法律第115号）第48条の規定による届出
　     イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出
        ウ　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第7条の規定による届出
10　会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225号)に基づく再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続き開始決定後の北海道競争入札参加資格の再審査結果を有していること。
11　別に交付する募集説明書に示す条件の住宅を建設し、賃貸することができる者であること。
12　コンソーシアムの構成員が単体法人又は他のコンソーシアム構成員として参加する者でないこと。
	添　付　書　類
	備　　考
	提出
(該当に
○を付す)

	  法人　登記簿謄本又は登記事項証明書
	発行後３か月以内のもの
	

	  個人　・住民票抄本（個人）
        ・身分証明書（原本）（本籍地の市区町村長が発行するもの）
	〃
	

	  印鑑証明書又は印鑑登録証明書
	〃
	

	　住宅の建設工事を施工する者の令和４年北海道告示第621号に規定する「建築工事」の資格を有することを示す通知書の写し又は同資格を有する者に当該工事を施工させることの誓約書（様式２）
	表明者が資格等を有しておらず、工事を施工させる者が決定していない場合は(様式２）を提出
	

	  暴力団員又は暴力団関係事業者に該当しない者であることの誓約書（様式３）
	
	

	  コンソーシアム協定書（写し）
	コンソーシアムの場合のみ
	

	  道税に滞納がないことの証明書
	発行後３か月以内のもの
	

	  法人で本店が道外の場合、所在する都府県の事業税に滞納がないことの証明書(道税の納付義務がある場合を除く。)
	〃
	

	  消費税、地方消費税に滞納がないことの証明書
  また、法人にあっては、法人税、個人にあっては所得税に未納がないことを確認できる納税証明書
	〃
	

	  健康保険・厚生年金保険の届出義務を履行している事実を証する書類の写し
※納入告知書、資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書、適用通知書など加入状況を確認できる書類のいずれか一つ
	

	  雇用保険の届出義務を履行している事実を証する書類の写し
  ※保険関係成立届、領収済通知書、概算・確定保険料申告書（控）など加入状況を確認できる書類のいずれか一つ
	

	  社会保険等適用除外申出書（様式４）                            
※健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入義務のない場合に「健康保険・厚生年金保険の届出義務を履行している事実を証する書類の写し」及び「雇用保険の届出義務を履行している事実を証する書類の写し」の代わりに提出するもの
	

	  道内に本店、支店又は営業所を有していることを証する書類（公にされている
会社概要パンフレット等）
	令和５年10月１日現在の
もの
	


※コンソーシアムの場合は、表明者名にコンソーシアム名、代表者、構成員をすべて記入すること。
※コンソーシアムの場合は、全構成員の証明書等を添付すること
【担当者連絡先】　氏名　　　　　　　　TEL　　　－　  　－　　　　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式２
誓　　約　　書
北海道知事　鈴木　直道　様
  私は、北海道が実施する北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・10戸）に参加するに当たり、地方自治法施行令第167条の５第１項及び第167条の11第２項の規定により北海道が定める「建築工事」の資格を有する事業者が当該住宅の整備をすることを誓約します。
上記の誓約に反することが明らかになった場合は、競争入札参加資格を制限されても異存ありません。
また、建物等賃貸借契約締結後に上記の誓約内容に反することが明らかになった場合は、契約を解除されても異存ありません。加えて、契約を解除された場合であっても、賠償金等の請求は一切行いません。
      令和　　年　　月　　日

                                                住　　　　所

                                                商号又は名称

                                                代表者
様式３
誓　　約　　書
北海道知事　鈴木　直道　様
  私は、北海道が実施する北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・10戸）に参加するに当たり、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当しない者であるとともに、今後、これらの者とならないことを誓約します。
上記の誓約に反することが明らかになった場合は、競争入札参加資格を制限されても異存ありません。
また、上記の誓約の内容を確認するため、北海道が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。
      令和　　年　　月　　日

                                                住　　　　所

                                                商号又は名称

                                                代表者
様式４
社会保険等適用除外申出書
　　北海道知事　鈴木　直道　様
　　次の理由により、社会保険又は雇用保険の届出義務のないことを申し出ます。
  　また、上記の申出の内容を確認するため、北海道が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。
【社会保険】
 □健康保険　　□厚生年金保険
 １　従業員５人未満の個人事業所であるため
 ２　従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所のため
 ３　その他
	


    注１　届出義務のない保険の種類をチェックし、該当する番号を○印で囲んで下さい。

    　２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。

     　   （例）○○年金事務所に確認し、△△により適用除外となる。

【雇用保険】
 １　役員のみの法人であるため
 ２　その他
	


     注１　該当する番号を○印で囲んで下さい。

     　２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。

           （例）ハローワーク○○に確認し、△△により適用除外となる。

      令和　　年　　月　　日
                                    住　　　　所
                                    商号又は名称
                                    代表者名
様式５
北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・10戸）
参加表明書記載事項変更届
令和　 年 　月 　日
北海道知事　鈴木　直道　様
住　　　　所
商号又は名称
代表者名
（連絡先）
部署・職名
氏　　　　名
電話番号
ＦＡＸ番号
Ｅ-mailｱﾄﾞﾚｽ
先に提出しました参加表明書の記載事項を次のとおり変更しますので届け出ます。
記
１　変更の内容
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	


２　変更理由
※コンソーシアムの場合は、表明者名にコンソーシアム名、代表者、構成員をすべて記入すること。

様式６
　　北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・10戸）
質　　問　　書
令和　　年　　月　　日
北海道知事　鈴木　直道　様
住　　　　所
商号又は名称
代表者名
（連絡先）
部署・職名
氏　　　　名
電話番号
ＦＡＸ番号
Ｅ-mailｱﾄﾞﾚｽ
公募要領の内容について質問がありますので提出します。
	項　　目
	

	質問要旨

	


（注）「項目」欄には、公募要領項目名等を記載してください。
「質問要旨」欄には、できるだけわかりやすく趣旨を記載してください。
※コンソーシアムの場合は、表明者名にコンソーシアム名、代表者、構成員を記入すること。

様式７　
　　　　　北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・10戸）
企 画 提 案 書
令和　　年　　月　　日
北海道知事　鈴木　直道　様
応募者名
住　　　　所
商号又は名称
代表者名
（連絡先）
部署・職名
氏　　　　名
電話番号
ＦＡＸ番号
Ｅ-mailｱﾄﾞﾚｽ
北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・10戸）に係る企画提案について、関係する公募要領及び道の関係規定等の内容を理解の上、関係書類を添えて応募します。
なお、企画提案書及び添付する関係書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
                                          記
１　企画提案書
　企画提案書は、別紙１によるものとする。
※コンソーシアムの場合は、表明者名にコンソーシアム名、代表者、構成員をすべて記入すること。
【別紙１】
企画提案書
　　道職員の福利厚生の観点から考慮した提案を以下の項目の順に取りまとめ作成して下さい。
Ⅰ　安定した経営の確保

①応募者の財務状況及び実績等
	 ア　賃貸住宅の運営に係る応募者の実績を簡潔に記載してください。
 　　※「別紙１－１」を記載し、添付してください。


	 イ　人的能力
   ・責任者の配置計画、従業員の体制について記載してください。
　  （必要に応じて、体系図等を用いて記載してください。）

	 ウ　資産・財務状況等（財務諸表）
 　・近年の資産、財務状況、資金調達状況に対する認識を簡潔に記載してください。
 　・同様に今後の予測についても簡潔に記載してください。
 　・法人にあっては、財務諸表（最近２か年分の貸借対照表及び損益計算書）を添付してく　　 ださい。

	 エ　物的能力（収支計画）
   ・契約期間（最長30年）の収支計画を年度ごとに記載してください。
   ・収支計画は、年度毎に家賃収入、建設費、修繕費、人件費等の主要な科目ごとの内容が
分かるようにした上で、表面利回り、実質利回りを記載してください。
　   なお、道有地の貸し付けを受ける場合は、貸付料及び解体費も必ず記載してください。
   ・経営情報を守秘する必要がある場合は、適宜、科目等を調整してください。

	 オ　物的能力（資金計画）
 　・職員用住宅の建設等にあたって必要となる資金の調達計画を記載してください。
金融機関からの融資を受ける場合は、融資先の金融機関名を記載してください。
　 　なお、道有地の貸し付けを受ける場合、解体費用に係る資金の調達計画も記載してください。

	 カ　契約期間満了後の住棟の活用計画
   ・道有地の貸し付けを受けない場合は、契約期間満了後の住棟の活用計画を記載してくだ
さい。


②コンプライアンス確保等
	 ア　不測の事態への対応
   ・災害や事故等の緊急時等の対応方策、体制、保険の加入など記載してください。


	 イ　コンプライアンスの確保及び取組状況
   ・「コンプライアンスの確保」のための基本的な方針や具体的に取り組んでいる事例があれば記載してください。

	 ウ　その他安定した経営の確保に関する事項
   ・その他安定した経営の確保につながる提案や取り組んでいる事例があれば記載してくだ
さい。（コスト縮減、業務改善、顧客ニーズ調査の取組等）


　Ⅱ  質の高い職員用住宅の提供
      入居者に快適な環境を提供するために現実的で有効な内容を記載してください。

①賃貸経営に関する基本的方針及び職員用住宅の内容
	 ア　賃貸経営に関する基本的方針
・賃貸住宅を経営するに当たっての基本的な方針を広く簡潔に記載してください。
  　 (サービス提供の内容、顧客満足度向上に係る方針、業務の効率化、その他について)


	イ　建物の賃貸借期間・建設工期
・道有地の貸し付けを受ける場合は、道有地の賃貸借契約期間と建物解体・更地返還の工期も記載してください。
・既存の物件を使用する場合は築年数を記載してください。

　  ※建物の賃貸借契約期間の始期(入居開始日)は必ず令和７年３月25日としてください。
なお、道有地の貸し付けを受ける場合、建設・解体更地返還を含め30年以内の道有地賃貸借契約となるため、建物賃貸借契約期間の終期は令和36年４月15日となります。（道有地の貸し付けを受けない場合は、令和37年４月15日。）


	①賃貸経営に関する基本的方針及び職員用住宅の内容（つづき）

	　　【記載例（道有地の貸し付けを受ける場合）】
　　　建物賃貸借契約期間　　令和７年３月25日～令和36年４月15日
　　　土地賃貸借契約期間　　令和６年８月１日～令和36年７月31日
　　　建設工期　　　　　　　令和６年８月１日～令和７年２月28日
解体・更地返還の工期　令和36年４月16日～令和36年７月31日


	【職員用住宅の内容】
ウ  建設戸数及び構造                                                                 ・棟数、戸数及び構造を記載してください。

　  【記載例】
　　  １棟６戸　木造（２棟）　計12戸、　１棟10戸（木造） 計10戸

	 エ　駐車場代、管理費等

     駐車場代、管理費等の月額（一括徴収の場合はその額）を記載し、このうち課税対象の
ものは、消費税等の金額がわかるようにしてください。管理費については、具体的な用途
がわかるように記載してください。
　なお、家賃は仕様書で示す金額以下としますが、企画提案書には記載しないでください。
　  【記載例】
　　　 駐車場代 　○,○○○円（月額１台あたり・うち消費税等○○○円・毎月徴収）

管理費　 ○○,○○○円（ハウスクリーニング費（税込み・入居時預かり））

                ４月～３月○,○○○円、12月～４月○,○○○千円（清掃費 …）

	オ　振興局までの距離・利便性

     職員用住宅から振興局までの距離、周辺施設等（銀行・郵便局・コンビニ・スーパー等）の利便性について記載してください。

   　（自己所有地等を利用する場合は、振興局までの距離がわかる図面を添付してください。）
　  【参考】
後志総合振興局　倶知安町北１条東２丁目

	 カ　職員用住宅、駐車場、ゴミステーション、雪捨て場等を設ける場合は設置場所を含む配置レイアウト、道路からのアクセスがわかる配置図

   ・配置図は、縮尺、寸法を記入しＡ３版としてください。
　 ・\駐車場の外観パース（アングル指定なし）を添付してください。

	 キ　職員用住宅の平面図及び建物外観のイメージ図

   ・平面図　各居室の間取りのほか共用部もわかるよう作成してください。
   　なお、平面図は、縮尺、寸法を記入しＡ３版としてください。また、家具等の配置検討図も添付してください。
　 ・内観パース（洋室・ダイニングキッチン）及び外観パース（それぞれアングル指定なし）を添付してください。

	 ク　各居室の居住面積
     ㎡で記載してください。
　　 なお、住戸毎に居住面積が異なる場合は、部屋毎に記載してください。

　 【記載例】
     101号室○○.○○㎡　…

	 ケ　構造、設備

　　 仕様書に定める「８　構造」及び「９　設備等」について、基準を満たしていることが確認できる内容を項目毎に簡潔に記載し、必要に応じて資料を添付してください。
　　・建築物省エネ法に基づくエネルギー消費性能基準への適合については、住戸毎にエネル 　　 ギー消費性能基準に係る設計値、基準値がわかるものを添付すること。
　・ゼロカーボンに対応するため取り入れる構造や設備等を記載してください。
（高効率暖房・給湯機器、LED照明、太陽光パネルの設置、外壁・屋根の高断熱化等）
・駐車場等の外構、ゴミステーション、屋外灯等の工作物の構造がわかる図面、各居室の構造がわかる図面を添付してください。
なお、キッチン、物置き等設備のカタログがあるものは添付してください。
      ※図面は、縮尺、寸法を記入しＡ３版としてください。

　 ・設備等のうち図面上で確認できない事項については、簡潔に記載してください。
　　・壁・床に係る遮音性能について、日本建築学会の集合住宅に係る適用等級L値・D値等を
用いて、生活実感をわかりやすく記載してください。
　　　【記載例】
　　　　・Ｌ値（２階床、１階天井）Ｌ－○○、生活実感　○○がよく聞こえる。
・Ｄ値（界壁）Ｄ－○○、生活実感　○○が小さく聞こえる。            

　　　　　床材は、○○を使用し、音を抑える。

	 コ　仕様書の基準以上の提案事項がある場合は、記載してください。

     例：エアコン、温水洗浄便座、インターホン付きドアホン、各戸の新聞受、宅配ＢＯＸ
オートロック、インターネット無料等


②修繕及び維持管理の計画
	 ア　修繕の実施時期
 　　修繕の実施時期について、実施する項目毎に内容及び実施時期（○○年、都度補修等）　 を記載してください。
　　【区分例】
屋根、外壁、設備（換気扇、給湯器等）

	 イ　施設の保守点検

     消防点検等の施設の保守点検について、実施する設備毎に保守点検の時期を記載してください。

	 ウ　施設の維持管理

     施設の維持管理方法（共用部の清掃、巡回点検等）について、実施する項目毎に実施時期、方法を記載してください。


③鍵の管理、退去時点検、連絡体制等
	 ア　管理体制

空室の鍵管理、退去時の点検、入居者への鍵の引き渡し方法、入居者が加入する損害賠償責任保険加入の依頼方法について記載してください。
なお、入居者が加入する損害賠償責任保険について、入居者が希望する場合、指定以外の保険への加入に係る可否についても記載してください。
　   また、通常時・夜間・休日、緊急時の連絡体制を記載してくだい。

	 イ　委託
職員用住宅の管理業務において、委託予定の業務がある場合はその内容を記載してください。
【記載例】
鍵の受け渡し、入退去時の立会　等


④サービス向上についての提案
	サービス向上についての独自提案、アピールポイントがあれば記載してください。
【記載例】
　・弊社のこれまで培ってきた○○に係るノウハウがあり○○○○○○なサービスを提供することができます。
  ・また、これまでも弊社は、地元の○○○と連携し、○○○○○しております。
・○○町内に事務所があり、不測の事態が発生しても○○分以内に迅速に駆けつけ対応することができます。


■  企画提案書作成上の留意事項
※　ローマ数字、○数字、カタカナの項目は名称を変えずに記載してください。
※　提出部数は11部とし、そのうち10部は応募者名称等を一切記載しないでください。
※　各部ごとＡ４縦のフラットファイルに編纂し、Ａ４縦に横書きを基本としてください。（図などは横も可とします。）Ａ３版の用紙については折り込みをしてください
※　別紙１－１は１ページ目に編纂してください。
※　文章の文字は10.5ポイント以上としてください。その他の文字は９ポイント以上としてください。
   ※　必ずページ数を入れてください。

　 ※　プレゼンテーションは、本企画提案書を用いて行います。スクリーンやプロジェクター等は

　　 使用できませんのでご留意ください。　

【別紙１－１】
応募者の概要及び過去３年間の主な賃貸住宅の運営実績等
	会　 社 　名
代 表 者 名
(個人の場合は氏名)
	

	所 　在　 地

	本　　社
（個人の場合は住　所）
	

	
	道内支社等
（道内に本社がある者は除く）
	

	設立年月日
	　　　　年　　　月　　　日
(道内支社等の設立年月日　　　年　　　月　　　日)

	資　本　金
	

	直　近　の
年間売上高
	

	従業員数
	　　　　　　　　人　　(道内支社等の社員数　　　　　人)

	業務内容

	

	免許･資格等
※1
	

	会社の特色
※２
	

	ゼロカーボンの
取組状況 ※３
	

	賃貸住宅の運営
実　　　　　績
	所在都道府県
・市町村
	 １棟当たり

 戸　　　数
	１部屋当たり

間 取・面 積
	主な設備
※４
	家　賃

	
	
	         戸


	  DK/  LDK

　　　　  ㎡
	
	　　　円



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１　本公募等に関連する既に取得している免許や資格、取得する予定の免許等などを記載してください。
※２　賃貸住宅の運営や環境配慮など、自社の特色や優位性等を記載してください。
※３　ゼロカーボン（二酸化炭素排出実質ゼロ）に向けて取り組んでいる事例があれば記載してください。（例：森林保全活動を実施、地域の植樹行事に参加、事業所の電力に太陽光発電を導入、建築物件にLED照明を設置 など）
※４　室内の主な設備（洗面台、灯油暖房、オール電化、ＢＳ等）を記載してください。
(注)コンソーシアムによる参加の場合は、構成員ごとに別葉とすること。
様式８
　　　企画提案辞退届（倶知安町・10戸）
令和　年　月　日
　北海道知事　鈴木　直道　様
住　　　　所
商号又は名称
代表者名
（連絡先）
部署・職名
氏　　　名
電話番号
ＦＡＸ番号
Ｅ-mailｱﾄﾞﾚｽ
　先に応募しました北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・10戸）に係る企画提案について、応募を取り下げいたします。
※コンソーシアムの場合は、表明者名にコンソーシアム名、代表者、構成員をすべて記入すること。
コンソーシアム協定書（案）　　　　　　　　記載例
（目　的）
第１条　本協定は、コンソーシアムを設立して、北海道の発注に係る「北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・10戸）」に係る「職員用住宅の賃貸借契約」及び「土地賃貸借契約」を効率的に営み、優れた成果を達成することを目的とする。
（名　称）
第２条　本協定に基づき設立するコンソーシアムは、「北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・
10戸）」に係る「職員用住宅等の賃貸借契約（倶知安町）」受託コンソーシアム（以下「本コンソーシアム」という。）と称する。
（構成員の住所及び名称）
第３条　本コンソーシアムの構成員は、次のとおりとする。
　　（１）北海道○○市○○町○○
　　　　　○○○○
　　（２）北海道○○市○○町○○
　　　　　○○○○
　　（３）北海道○○市○○町○○
　　　　　○○○○
　　（４）北海道○○市○○町○○
　　　　　○○○○
（幹事法人（団体）及び代表者）
第４条　本コンソーシアムの幹事法人（団体）は、○○○○とする。
２　本コンソーシアムの幹事法人（団体）を本コンソーシアムの代表者とする。
（代表者の権限）
第５条　本コンソーシアムの代表者は、本業務に関し、本コンソーシアムを代表して発注者と折衝する権限、本コンソーシアムの名義をもって委託料を請求及び受領、貸付料の納付並びに本コンソーシアムに属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の連帯責任）
第６条　本コンソーシアムは、それぞれの分担に係る進捗を図り、本業務の執行に関して連帯して責任を負うものとする。
（分担受託額等）
第７条　各構成員の業務の分担は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
２　前項に規定する分担受託額及び土地貸付料の負担については、運営委員会が定め発注者に通知する。発注者との間で契約内容が変更されたときも同様とする。　　　　　　　　　　　　　　
　　○○○○○○業務　　　（構成員名）○○○○○
　　○○○○○○業務　　　（構成員名）○○○○○
　　○○○○○○業務　　　（構成員名）○○○○○
　　○○○○○○業務　　　（構成員名）○○○○○
　　
（運営委員会）
第８条　本コンソーシアムは、構成員全員をもって運営委員会を設け、本業務の運営にあたるものとする。
（業務処理責任者）
第９条　本コンソーシアムはその構成員の中から、本業務に関する業務処理責任者を選出し、本業務に係わる指揮監督権を一任する。
（業務担当責任者及び業務従事者）
第１０条　本コンソーシアムの各構成員の代表者は、業務処理責任者の下で本業務に従事する業務担当責任者及び業務従事者を指名する。
（取引金融機関）
第１１条　本コンソーシアムの取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、本コンソーシアムの代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。
（構成員の個別責任）
第１２条　本コンソーシアムの構成員がその分担に係る本業務の執行に関し、当該構成員の責めに帰すべき事由により発注者又は第三者に損害を与えた場合は、当該構成員がこれを負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１３条　この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。
（業務途中における構成員の脱退）
第１４条　構成員は、本コンソーシアムが業務を完成する日までは脱退することができない。
（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第１５条　構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完成するものとする。
（解散後のかし担保責任）
第１６条　本コンソーシアムが解散した後においても、本業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第１７条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
（管轄裁判所）
第１８条　本協定の紛争については、○○地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。
　代表者幹事法人○○○○外○者は、上記のとおり本コンソーシアム協定を締結したので、その証として本正本○通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本については建物等賃貸借契約書に添えて発注者に提出する。
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コンソーシアム協定書第７条に基づく協定書（案）
　北海道の発注に係る下記業務については、コンソーシアム協定書第７条の規定により、本コンソーシアム構成員が分担する受託額及び土地貸付料の負担者を次のとおり定める。
記
１　業務名
　「北海道職員用住宅賃貸人公募（倶知安町・10戸）」に係る「職員用住宅の賃貸借契約」
及び「土地賃貸借契約」
２　分担受託額（消費税及び地方消費税の額を含む）
　　○○○○○○業務　　（構成員）○○○○○　　　　　　　　　　円
　　○○○○○○業務　　（構成員）○○○○○　　　　　　　　　　円
　　○○○○○○業務　　（構成員）○○○○○　　　　　　　　　　円
　　○○○○○○業務　　（構成員）○○○○○　　 　　　　　　　　　円
　　土地貸付料の負担者　（構成員）○○○○○
　代表者幹事法人○○○○外○者は、上記のとおり分担受託額及び土地貸付料の負担者を定めたので、その証拠としてこの協定書正本○通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本については建物等賃貸借契約書に添えて発注者に提出する。
　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　代表者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　構成員　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　構成員　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　構成員　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
